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１ 平成２６年度の納付状況等について

（１）公的年金制度全体の状況

○ 公的年金加入対象者全体でみると、約９７％の者が保険料を納付。（免除及び納付猶予を含む）
○ 未納者（注1）は約２２４万人、未加入者（注2）は約９万人。（公的年金加入対象者の約３％）

≪公的年金加入者の状況（平成２６年度末）≫

公的年金加入者

6,712万人

第１号被保険者

1,742万人
第２号被保険者等

4,038万人 第３号被保険者

932万人厚生年金保険

3,599万人
共済組合

439万人
保険料納付者

免除者 380万人
学特・猶予者 222万人

未納者 224万人

未加入者 9万人

6,721万人

（注3） （注3）

（注3）

（注2）

（注1）

（注4）

233万人

1

注１）未納者とは、２４か月（平成２５年４月～２７年３月）の保険料が未納となっている者。

２）従来は公的年金加入状況等調査の結果を踏まえた数値を掲記していたが、平成１９年度及び平成２２年度に未加入者の調査を実施しなかったため、

平成１６年度までの結果に基づき線形按分した平成１９年度の数値を仮置きしている。

３）平成２７年３月末現在。第１号被保険者には、任意加入被保険者（２４万人）が含まれている。

４）平成２６年３月末現在。

５）上記の数値は、それぞれ四捨五入しているため合計とは一致しない場合がある。

６）平成２７年３月末現在、第２号被保険者、第３号被保険者である者の中には、 平成２５年４月～２７年３月の間に第１号被保険者であった者で未納期間を

有するものが含まれている。



（２）国民年金保険料の納付状況

平成２６年度の国民年金保険料の納付率等について

①平成２４年度分の最終納付率は６７.８％
（平成２４年度末と比較して＋ ８．８ポイント）

（平成２６年度末時点）

②平成２６年度分の現年度納付率は６３.１％
（対前年度比＋２．２ポイント）

納付率の推移

納付月数
※ 現年度納付率（％）＝ × １００

納付対象月数

「納付対象月数」とは、当該年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除月数・学生納付特例月数・
若年者納付猶予月数は含まない）であり、「納付月数」は、そのうち当該年度中（翌年度４月末まで）に実際に納付された月
数である。
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※ 最終納付率は、平成２４年度分の保険料として納付すべき月数（法定免除月数・申請全額免除月数・学生納付特例月数・
若年者納付猶予月数は含まない）に対し、時効前（納期から2年以内）までに納付した月数の割合。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

21年度分
保険料 60.0% 63.2% 65.3%

22年度分
保険料 59.3% 62.2% 64.5%

23年度分
保険料 58.6% 62.6% 65.1%

24年度分
保険料 59.0% 63.5 % 67.8%

25年度分
保険料 60.9% 67.2%

26年度分
保険料 63.1%



3

国民年金保険料の納付率等の推移

（注） 保険料は過去２年分の納付が可能であり、最終納付率とは、過年度に納付されたものを加えた納付率である。
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納付月数 納付対象月数 納付率

平成２５年度
（対前年度比）

８，８１７万月
（△２．１％）

１４，４８１万月
（△５．２％）

６０．９％
（＋１．９ポイント）

平成２６年度
（対前年度比）

８，６０７万月
（△２．４％）

１３，６５１万月
（△５．７％）

６３．１％
（＋２．２ポイント）

○平成２５年度分（過年度1年目）の納付率は、６７．２％。（平成２５年度末から＋６．３ポイントの伸び。）

平成２４年度末 平成２５年度末 平成２６年度末

平成２４年度分
（対前年度末伸び）

５９．０％
６３．５％

（＋４．５ポイント）
６７．８％

（＋４．３ポイント）

平成２５年度分
（対前年度末伸び）

― ６０．９％
６７．２％

（＋６．３ポイント）

○平成２４年度分（過年度2年目）の最終納付率は、 ６７．８％。

（平成２４年度末から＋８．８ポイント、平成２５年度末から＋４．３ポイントの伸び。）

○平成２６年度分（平成２６年４月分～平成２７年３月分）の現年度納付率は、６３．１％。（対前年度比＋２．２ポイント）

・現年度分保険料について、年金事務所ごとの納付率をみると、３１１事務所で前年度より上昇している。

都道府県ごとの納付率をみると、全都道府県で前年度より上昇している。（平成2５年度は３１１事務所、全都道府県

で前年度より上昇）

4

納付率の状況
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○ 日本年金機構の第２期中期計画（平成2６年４月～平成３１年3月末）では、

・最終納付率については、中期目標期間中、各年度の現年度納付率から５ポイント程度の伸び幅を確保すること

・現年度納付率については、行動計画に基づき、効果的・効率的に推進し、中期目標期間中に６０％台半ばを目指すこと

としている。

○ 平成２６年度の年度計画では、

・平成２４年度分の最終納付率は、平成２４年度の現年度納付率から少なくとも６．５ポイント程度の伸び幅を確保すること

・平成２５年度分の平成２６年度末における納付率は、平成２５年度の現年度納付率から少なくとも４．０ポイント程度の伸

び幅を確保すること

・平成２６年度分の現年度納付率については、行動計画に基づき、効果的・効率的に推進し、前年度実績を上回る水準を確保

すること

をそれぞれ目標とした。

○ 平成２４年度分の最終納付率は６７．８％（平成２４年度末と比較して＋８．８ポイントの伸び）となり、中期計画及び年

度計画の目標を達成した。

○ 平成２５年度分の平成２６年度末における納付率は６７．２％（平成２５年度末と比較して＋６．３ポイントの伸び）とな

り、中期計画及び年度計画の目標を達成した。

平成２６年 平成２７年

５月末
現在
（４月分）

６月末
現在
（４月分）

｜
（５月分）

７月末
現在
（４月分）

｜
（６月分）

８月末
現在
（４月分）

｜
（７月分）

９月末
現在
（４月分）

｜
（８月分）

１０月末
現在
（４月分）

｜
（９月分）

１１月末
現在
（４月分）

｜
（１０月分）

１２月末
現在
（４月分）

｜
（１１月分）

１月末
現在
（４月分）

｜
（１２月分）

２月末
現在
（４月分）

｜
（１月分）

３月末
現在
（４月分）

｜
（２月分）

４月末
現在
（４月分）

｜
（３月分）

51.８％
(＋０.6%)

5５.１％
(＋１.７%)

5７.０％
(＋１.７%)

５６.４％
(＋１.６％)

５７.０％
(＋１.７%)

５７.７％
(＋１.６%)

５８.６％
(＋１.７%)

５９.８％
(＋１.６%)

６０.５％
(＋１.７%)

６１.４％
(＋１.９%)

６２.３％
(＋２.１%)

６３.１％
（＋２.２%)

（注）（ ）内の数値は、対前年同月比である。

○ 平成２６年度分の現年度納付率は６３．１％（対前年度比＋２．２ポイント）となり、年度計画の目標を達成した。

日本年金機構の中期計画及び平成２６年度の年度計画との関係
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（１）納付率に影響を与える背景・構造的な課題

○ 平成２２年度から平成２６年度までの年齢階級別現年度納付率は下記の表のとおりとなっている。

平成２６年度は、すべての年齢階級において前年度を上回っているが、特に、２０歳代での伸びが大きくなっている。また、

年齢階級が上がるにつれて現年度納付率が上昇していく傾向は例年と同様である。

① 第１号被保険者の就業状況

② 第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準

③ 年金制度及び行政組織に対する不信感・不安感

○ 現年度納付率については、平成２４年度から回復の動きが見られるが、納付率に影響を与える背景は、国民年金被保険者実

態調査の結果から、次のように考えられる。

（単位：％）

２ 納付率に影響を与える背景等について

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳

平成22年度 49.2 46.6 50.9 56.3 57.6 61.0 66.0 72.6

平成23年度 50.1 46.1 49.6 55.6 57.1 59.4 65.2 71.8

平成24年度 51.3 46.8 49.4 55.7 57.8 59.1 65.3 72.2

平成25年度 56.3 49.9 51.2 57.1 59.7 59.9 66.2 73.1

平成26年度 59.3 53.0 54.0 59.3 62.2 61.4 67.4 74.6



※注１：平成１７年以前の調査については、調査年の４月又は５月に資格喪失した者が含まれていないが、平成２０年以降の調査では含まれる。また、平成23年調査については、調査年の3月末時

点の就業状況が回答されるように明記したため、単純に比較はできない。

※注３：四捨五入の関係で総計が１００％にならない場合がある。

＜第１号被保険者の就業状況＞

※注１：①は世帯の総所得金額が不詳な者を除く。②は本人の総所得が不詳な者を除く。

※注２：調査年の前年の所得である。（例…平成２３年調査→平成２２年の所得）

※注３：平成１４年調査の「１号期間滞納者」の欄については、当該調査における「未納者」の数値を記載している。

※注４：平成２３年調査は岩手県、宮城県及び福島県を除いている。

＜第１号被保険者の属する世帯及び第１号被保険者本人の所得水準＞

＜１号期間滞納者の国民年金保険料を納付しない理由（主要回答）＞

※注１：回答不詳以外の者に対する割合である。なお、四捨五入の関係で総計が１００％にならない場合がある。

※注２：平成１４年調査においては、「未納者」の国民年金保険料を納付しない理由（主要回答）である。

※注３：平成１４年調査の「その他」には、「学生であり、親に負担をかけたくない」が３．５％含まれている。

※注４：平成２３年調査は岩手県、宮城県及び福島県を除いている。 7

①第１号被保険者の属する世帯の総所得金額（平均） ②第１号被保険者本人の総所得金額（平均）

総数 納付者 １号期間滞納者 総数 納付者 １号期間滞納者

平成１４年調査 ４８４万円 ５５４万円 ４１６万円 １３６万円 １６６万円 １２０万円

平成１７年調査 ４３４万円 ５０５万円 ３２３万円 １２６万円 １５８万円 １０５万円

平成２０年調査 ４６９万円 ５５５万円 ３４２万円 １３３万円 １７８万円 １１３万円

平成２３年調査 ４０３万円 ４９３万円 ２９５万円 １０８万円 １５２万円 ９６万円

保険料が高く、経済
的に支払うのが困難

これから保険料を納
めても加入期間が少
なく、年金がもらえ
ない

すでに年金を受ける
要件を満たしている

年金制度の将来が不
安・信用できない

厚生労働省・日本年
金機構が信用できな
い（社会保険庁が信
用できない）

うっかり忘れていた、
後でまとめて払おう
と思った

その他

平成１４年調査 ６４．５％ ２．０％ ０．９％ ９．３％ － ４．７％ １8．6％

平成１７年調査 ６５．６％ ３．８％ ０．７％ １４．８％ ７．０％ １．１％ 7．0％

平成２０年調査 ６４．２％ ５．３％ １．５％ １４．３％ ７．０％ ２．１％ 5．7％

平成２３年調査 ７４．１％ ２．２％ １．２％ １０．１％ ３．２％ ４．０％ ５．２％

※注２：平成２３年調査は岩手県、宮城県及び福島県を除いている。

自営業主 家族従業者 常用雇用 臨時・パート 無職 不詳

平成１４年調査 １７．８％ １０．１％ １０．６％ ２１．０％ ３４．７％ ５．７％

平成１７年調査 １７．７％ １０．５％ １２．１％ ２４．９％ ３１．２％ ３．６％

平成２０年調査 １５．９％ １０．３％ １３．３％ ２６．１％ ３０．６％ ３．８％

平成２３年調査 １４．４％ ７．８％ ７．７％ ２８．３％ ３８．９％ ３．１％
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（２）第１号被保険者の年齢構成の変化

○ 年齢階級別の納付率は、年齢階級が上がるにつれて上昇していく傾向にある。

○ 第１号被保険者の年齢構成に大きな変化はなく、その変化が平成２６年度の現年度納付率に与えた影響は、ほとんどないと

考えられる。

＜年齢階級別第１号被保険者数・割合＞

第１号
被保険者

２０～２４
歳

２５～２９
歳

３０～３４
歳

３５～３９
歳

４０～４４
歳

４５～４９
歳

５０～５４
歳

５５～５９
歳

６０歳以上
平均年齢
（歳）

平成2４年度
１，８６４

１００．０

３７４

２０．１

１９４

１０．４

１８５

９．９

２０７

１１．１

２２２

１１．９

１９７

１０．６

１９３

１０．３

２６７

１４．３

２５

１．３
３９．３

平成2５年度
１，８０５

１００．０

３６５

２０．２

１８２

１０．１

１７９

９．９

１９６

１０．９

２２１

１２．２

２００

１１．１

１８９

１０．５

２５１

１３．９

２２

１．２
３９．３

平成2６年度
１，７４２

１００．０

３６０

２０．７

１７０

９．８

１６９

９．７

１８３

１０．５

２１３

１２．２

２０２

１１．６

１８９

１０．８

２３６

１３．５

２０

１．１
３９．３

＜各年度末現在、単位：（上段）万人、（下段）％＞

※注１：第１号被保険者には任意加入被保険者を含む。

※注２：被保険者数は抽出統計調査（抽出率１／１００）による数値である。
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○「マイナンバー制度の活用等による年金保険料・税に係る利便性向上等に関するアクションプログラム」（報告書）

（平成2７年６月２２日年金保険料の徴収体制強化等のための検討チーム）に基づき、次の取組を進める。

１．今年度から、督促対象者を段階的に拡大していき、平成30年度を目途に、免除等に該当する者及び免除等に該当

する可能性のある低所得者を除いたすべての滞納者への督促の実現を目指す。

２．インターネット上でのクレジットカードによる納付を可能とする。

３．悪質な滞納者に関する厚生労働省から国税庁への強制徴収委任制度を推進する。

４．若者に重点を置いた広報活動を強化する。特に、若者を中心に年金制度への理解を促進するため、スマートフォ

ンで年金見込額や手続等の年金情報が手軽に入手できる年金アプリを開発する。

⑧ 更なる検討


